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表紙

第57期定時株主総会
招集ご通知に際しての
インターネット開示事項
第57期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第
18条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.cbon.co.jp/company/）
に掲載することにより株主の皆様に提供してお
ります。

業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

連結注記表
個別注記表
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確
保するための体制についての決定内容の概要及び当該体制の運用状況は以下のとおりであります。

＜業務の適正を確保するための体制＞
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　「企業行動憲章」の主旨に沿って、全役職員が企業倫理を重んじ社会的責任を果たすために「倫
理規程」「コンプライアンス規程」「シーボン行動規範」を制定し、これらを周知徹底させること
により法令・定款・社会規範を遵守しています。

②　取締役会の諮問機関として、「ガバナンス委員会」と「指名報酬委員会」を設置しています。
「ガバナンス委員会」は、代表取締役・社外取締役及び取締役会で選任された委員で構成され、コ
ーポレートガバナンス体制について審議を行うことで、より一層の経営の透明性と公正性の確保
と、持続的な成長及び中長期的な企業価値向上を図ることを目的に運用しています。また「指名報
酬委員会」は、取締役会の決議によって選任された取締役（委員総数の過半数は社外取締役）で構
成され、独立選任組織として、当社における指名、報酬及び報酬制度等について審議を行うこと
で、公正かつ迅速な意思決定を促しています。

③　代表取締役社長の諮問機関として「コンプライアンス委員会」を設置し、全社的なコンプライア
ンスの取組みを横断的に統括・監視しています。

④　役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を実施し、コンプライアンスの重要性とコンプラ
イアンスを尊重する意識の醸成等につき繰り返し啓蒙しています。

⑤　内部監査課を設置し、会社の業務が法令・定款・社内規程等に準拠し適正かつ合理的に行われて
いるかを監査し、監査結果を取締役・監査役に報告しています。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務の執行に係る情報（取締役会及び経営会議等の会議の議事録並びに参考資料等の重
要な情報）については、「文書管理規程」「文書保存年限表」等社内規程の定めるところにより、
文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理しています。

②　取締役又は監査役が求めた時は、担当部署はいつでも当該情報を閲覧又は謄写に供しています。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　損失の危険（リスク）については、「リスク管理規程」及び「危機に関するフローとガイドライ
ン」を制定し、平時にはリスクの発生を未然に防止する諸施策を講じるとともに、万一危機事態が
発生した場合の対応についても予め「危機レベルに応じた対応策」等を定め、統合的にリスクマネ
ジメントを行っています。

②　代表取締役社長の諮問機関として「リスクマネジメント委員会」を設置し、全社のリスクマネジ
メントを統括し、全社横断的に経営に重大な影響を及ぼす様々なリスクに的確に対処しています。

③　内部監査課を設置し、リスクマネジメントを検証するために、本社・工場・店舗を定期的に監査
し、当社業務が適正かつ合理的に行われているかを評価し、監査結果を取締役・監査役に報告して
います。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会は、経営の最高意思決定機関として、法令及び定款に定める事項並びにその他重要な事
項を決議し、また取締役及び執行役員の業務執行状況を監督しています。

②　取締役会の決定に基づく社内規程（組織規程・業務分掌規程・職務権限規程・稟議規程等）にお
いて、取締役の基本職務や役割、責任、権限、決裁基準等を明確に定め、効率的な業務体制を整備
しています。

③　取締役会を毎月定例開催する他、必要に応じて適宜臨時開催し、迅速かつ適切な意思決定を図
り、経営計画の策定や重要な職務執行課題については、事前に執行役員で構成する「経営会議」に
おいて十分な審議を経て、取締役会に付議し決定しています。

④　取締役の職務執行に関する個別経営課題を実務的な観点から審議する委員会を設置しています。
５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
①　現在監査役の職務を補助する使用人は置いていませんが、監査役から求められた場合には、監査
役と協議し設置します。

②　監査役が指定する補助すべき期間中は、当該使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし人
事異動及び人事評価は、監査役会の同意を得なければならないものとしています。

６．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
①　監査役・監査役会が必要に応じて取締役等に問題提起をするために、監査役は、取締役会、経営
会議やその他の重要会議に出席しています。

②　監査役には稟議書その他重要書類が回付され、要請があれば直ちに関係書類・資料等を提出して
います。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③　取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす事態や不正、法令・定款等の重大な違反のおそ
れがあるときは、これを直ちに監査役会に報告することとしています。

④　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないものとしてい
ます。

７．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社で定める「倫理規程」「コンプライアンス規程」「シーボン行動規範」を当社グループにも
周知徹底させ、法令・定款・社会規範を遵守するための体制の整備に関する指導及び支援を行いま
す。

②　当社は、当社グループにおける経営の健全性及び効率性の向上を図るため、子会社の取締役又は
監査役を必要に応じて派遣するとともに、当社の主管部署は子会社の事業運営に関する重要な事項
について子会社から報告を受け、協議を行います。

③　当社グループ間における取引条件については、取引の実施及び取引条件の決定等に関する内部手
続きを定め、これらの取引の客観性及び合理性を確保しております。

④　当社グループは、「関係会社管理ガイドライン」に基づき、子会社の重要な業務執行に関する事
項について、当社取締役会にて承認又は報告を受けることとします。

⑤　子会社に対する監査は、当社の「内部監査規程」に基づき定期的に実施しています。監査は当社
の内部監査課が行い、その業務全般に関する適正性を確保します。

⑥　監査役は、子会社の監査を行うとともに、当社グループにおける業務の適正の確保のため、監査
に関して子会社の監査役と意見交換等を行い、連携を図ります。

８．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務を執行する上で必要な費用は、会社は請求に応じて速やかに支払いをしています。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役からヒアリングの要請があった場合、取締役及び使用人はこれに応じています。
②　監査役は、代表取締役、会計監査人及び内部監査部門との定期的な意見交換により、監査の実効
性を確保しています。

10．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
①　金融商品取引法の定めに従い、良好な統制環境を保持しつつ、全社的な内部統制及び各業務プロ
セスの統制活動の強化に努めています。

②　「財務報告に係る内部統制規程」等に基づき、適正かつ有効な評価ができるよう、財務報告に係
る内部統制システムを整備し、かつ適正に運用しています。
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11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①　「倫理規程」「シーボン行動規範」において、良識ある企業活動を心がけ、社会の規範を尊重す
る企業倫理を確立し、反社会的勢力との一切の関係遮断を基本方針としています。

②　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織的に毅然とした姿勢を持っ
て対峙し、その不当な要求については関係機関とも連携し、事由の如何を問わずこれに応じない体
制を整備しています。

12．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンスに関する取組みとしては、コンプライアンスの遵守状況の確認と啓蒙を実施し
ています。取締役等に対してはコンプライアンス意識の醸成のための研修会を適宜実施していま
す。使用人に対しては教育担当部門が教育を行っています。
②　情報の保存及び管理体制に関する取組みとしては、情報の保存管理は、文書管理規程及び関連規
程に基づき、適切に保管及び管理を行っています。また、必要に応じて閲覧できるようにしていま
す。廃棄の際には、溶解処理等によって再生不可能とする処分方法により廃棄しています。
③　リスク管理に関する取組みとしては、損失の危機の管理は、リスク管理規程及び関連諸規程に基
づき、リスク発生を未然に防止する諸施策を講じています。
④　グループガバナンス強化のため、関連子会社に当社から取締役及びその他の役職者等を派遣し、
経営のモニタリングを行うとともに、「関係会社ガイドライン」に基づき、経営状況を継続的に確
認し、取締役会に報告しています。

4



2022/06/02 17:59:16 / 21825567_株式会社シーボン_招集通知：Web開示

連結注記表

連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　３社
・主要な連結子会社の名称 株式会社ジャフマック

倩朋（上海）化粧品有限公司
株式会社クリニメディック

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち倩朋（上海）化粧品有限公司の決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31

日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
⑶　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　　　　  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。
ロ．棚卸資産

商品・製品・仕掛品・原材料 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）を採用しております。

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法）を採用しております。
また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
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建物及び構築物 ６年～60年
機械装置及び運搬具 ６年～17年
工具、器具及び備品 ２年～20年

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．役員賞与引当金 当社は役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上して
おります。なお、当連結会計年度におきましては、支給見込額がないため計上しており
ません。

ハ．ポイント引当金 当社は商品販売時にお客様に付与したポイントの使用による無償フェイシャルサービス
等の提供に備えるため、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる額を計
上しておりましたが、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年
３月31日）等の適用に伴い、当連結会計年度より計上しておりません。

④　収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
イ．ホームケア製品の取引に係る収益認識

当社は、顧客との「会員アフターサービス規約」において、ホームケア製品の提供及
び付与したポイントを履行義務として識別し、予想コストに利益相当額を加算するア
プローチにより算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイン
トについては、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

ロ．サロンケア製品の取引に係る収益認識
当社は、顧客との「会員アフターサービス規約」において、サロンケア製品の提供及
びフェイシャルサービスにパックケアをプラスした施術サービスを履行義務として識
別し、予想コストに利益相当額を加算するアプローチにより算定された独立販売価格
を基礎として取引価格の配分を行い、施術サービスについては、施術サービスの提供
が完了した時点で収益を認識しております。
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⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

3.　会計方針の変更に関する注記
⑴　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会
計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見
込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる主な変更点は以下のとおりです。
①　ホームケア製品の取引に係る収益認識

当社は、顧客を会員として登録するとともに、「会員アフターサービス規約」に基づき、ホームケア製品の購入額に応じたポ
イントを付与し、ポイント数に応じて、各種アフターサービスを提供しております。従来は、顧客から受け取る対価の総額を
収益として認識しておりました。また、付与したポイントの使用による無償フェイシャルサービス等の提供に備えるため、将
来使用されると見込まれる額をポイント引当金として計上しておりましたが、顧客との「会員アフターサービス規約」におい
て、ホームケア製品の提供及び付与したポイントを履行義務として識別し、予想コストに利益相当額を加算するアプローチに
より算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行う方法に変更しております。
ポイントの独立販売価格の算定にあたっては、過去のポイントの使用実績から顧客がポイントを使用するサービスの構成割合
を見積もっており、顧客がポイントを使用する構成割合は過去の実績と同程度という仮定に基づいております。

②　サロンケア製品の取引に係る収益認識
サロンケア製品の販売については、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客との「会
員アフターサービス規約」において、サロンケア製品の提供及びフェイシャルサービスにパックケアをプラスした施術サービ
スを履行義務として識別し、予想コストに利益相当額を加算するアプローチにより算定された独立販売価格を基礎として取引
価格の配分を行う方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結
会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減
し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、契約負債は1,513,114千円増
加し、流動負債のその他が返品権付きの販売により39,683千円増加しております。当連結会計年度の連結損益計算書は、売
上高は288,802千円増加し、売上原価は122,640千円増加し、販売費及び一般管理費は28,564千円減少し、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ194,725千円増加しております。
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の当期首残
高は1,408,130千円減少しております。
１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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　　有形固定資産 142,056千円
　　減損損失 45,425千円

　　契約負債 1,513,114千円

⑵　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結
会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月
４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する
ことといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

4．表示方法の変更に関する注記
　（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より区分掲記しました。
なお、前連結会計年度の「為替差損」は３千円であります。

5．会計上の見積りに関する注記
⑴　店舗固定資産の減損損失の判定
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　各店舗の営業活動から生ずる損益が過去又は翌期見込みも含め継続してマイナスとなる場合及び店舗の閉鎖を意思決定した

場合等に、減損の兆候があると判断しております。減損の兆候が把握された店舗については、将来キャッシュ・フローを見
積り、割引前将来キャッシュ・フローの合計が当該店舗の固定資産の帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額
（使用価値）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　固定資産の減損損失の判定にあたっては、減損の兆候が把握された店舗の将来キャッシュ・フローの見積り及び当該見積り
に用いた複数の仮定に基づいております。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う行動制限等については、当社の主力
事業である直営店舗事業が対面・接触型のサービスによるため、事業活動にも大きな影響を受けております。コロナ禍以前
の水準には満たないものの、大きく回復の兆しを見せておりますが、新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期の見通
しにつきましては、2023年３月期中にかけて影響が続くものと仮定しております。

　新型コロナウイルス感染症の収束時期は依然として不透明であり、今後の感染拡大や収束の状況によっては、翌連結会計年
度の連結計算書類において、減損損失の金額に重要な影響を与える可能性があります。

⑵　ホームケア製品及びサロンケア製品の取引
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、顧客を会員として登録するとともに、「会員アフターサービス規約」に基づき、ホームケア製品の販売について

は、製品の購入額に応じたポイントを付与し、ポイント数に応じて、各種アフターサービスを提供しております。また、サ
ロンケア製品の販売については、製品の提供及びフェイシャルサービスにパックケアをプラスした施術サービスを提供して
おります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 5,128,675千円

　コミットメントラインの総額
　借入実行残高

2,000,000千円
－千円

　　差引額 2,000,000千円

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 4,281,200株 －株 －株 4,281,200株

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 579株 60株 －株 639株

　収益の認識については、当該規約に基づき、製品の提供及び付与するポイント等を履行義務として識別し、予想コストに利
益相当額を加算するアプローチにより算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行っております。契約負債の
算定における主な独立販売価格の算定にあたっては、ポイントについては、過去のポイントの使用実績から顧客がポイント
を使用するサービスの構成割合を見積もっており、顧客がポイントを使用する構成割合は過去の実績と同程度という仮定に
基づいております。

　顧客の将来のポイント使用動向の変化が大幅に変動した場合等には、翌連結会計年度の連結計算書類において、契約負債の
金額に重要な影響を与える可能性があります。

6．連結貸借対照表に関する注記

⑵　コミットメントライン契約
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しております。当連結
会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

7．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2022年５月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しました。
・配当金の総額　　　　　　　　42,805千円
・配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金
・１株当たり配当額　　　　　　 10円
・基準日　　　　　　　　　　　2022年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　　2022年６月30日
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第２回新株予約権
目的となる株式の種類 普通株式
目的となる株式の数 24,400株
新株予約権の残高 244個

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

8．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。資金運用については、預金
等の安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用する
可能性がありますが、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクについて、当社は、売掛債権管

理規程に基づき取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、個別に把握及び対応を行う体
制としております。連結子会社についても、当社の売掛債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に
時価や発行体の財務状況を把握し、取締役会に報告されております。

　敷金及び保証金は、主に建物賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されております。当該リスクにつ
いては、差し入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を図っております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、概ね１ヶ月以内の支払期日であります。未払法人税等は、全て３ヶ月以内に納付期限
が到来するものであります。

　長期借入金は、設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。
　これらの営業債務及び金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金繰計画を作成・更新する

とともに、手元流動性の維持等により管理しております。また、当社は、取引銀行とコミットメントライン契約の締結によ
り安定的に資金調達を行うための手段を確保しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することがあります。
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
①　投資有価証券 317,108 317,108 －
②　敷金及び保証金 729,862 721,590 △8,272
資産計 1,046,971 1,038,699 △8,272

１年以内（千円）

現金及び預金 2,799,747

受取手形及び売掛金 757,148

合計 3,556,895

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

長期借入金 5,800 5,800 2,900 － －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（※1）現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。

（※2）長期借入金は、変動金利により、短期間で市場金利を反映しているため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお
ります。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

敷金及び保証金については返還期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めておりません。
２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分離しておりま
す。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 317,108 － － 317,108
資産計 317,108 － － 317,108

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 － 721,590 － 721,590
資産計 － 721,590 － 721,590

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しておりま
す。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、合理的に見積りした敷金及び保証金の返還予定時期に基づき、国債の利率を基に割引現在価値法により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

9．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産については、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（千円）
直営店舗 8,413,709
通信販売 391,344
国内代理店 130,317
海外代理店 49,771
その他 168,329
顧客との契約から生じる収益 9,153,473
その他の収益 －
外部顧客への売上高 9,153,473

（千円）
契約負債（期首残高） 1,791,867
契約負債（期末残高） 1,513,114

10．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
2．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「⑶　会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約負債の残高等

契約負債は、当社がホームケア製品の購入額に応じて、顧客に付与したポイントの未行使分に関連するもの、及びサロンケア
製品の販売による施術サービスに係る顧客からの前受金に関連するものであります。
なお、当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,689,897千円でありま
す。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要性は
ありません。
②　残存履行義務に配分した取引価格

サロンケア製品の販売による施術サービスに係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は402,180千円であります。当該残
存履行義務は顧客への施術サービスの提供の進捗に応じて、今後３年以内に収益が認識されると見込んでおります。
なお、当初に予想される契約期間が１年以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用し、記載を省略しておりま
す。
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連結注記表

⑴　１株当たり純資産額 1,447.45円
⑵　１株当たり当期純利益 10.48円

確定拠出年金掛金 24,386千円

期首残高 328,764千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 14,796千円
時の経過による調整額 2,859千円
資産除去債務の履行による減少額 △33,229千円
期末残高 313,190千円

11．１株当たり情報に関する注記

（注）２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「⑶　会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計上基準」に記
載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用しております。この結果、当連結会計年
度の１株当たり純資産額は283円47銭減少し、１株当たり当期純利益は45円49銭増加しております。

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

13．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社は確定拠出年金制度を採用しております。
⑵　退職給付費用に関する事項

14．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

⑴　当該資産除去債務の概要
　直営店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等及び六本木本店並びに工場他の建設リサイクル法等に定める分別処分費用

等であります。
⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　直営店舗は、使用見込期間を建物の耐用年数（15年）と見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（主
に1.744%）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

六本木本店及び工場他の建設リサイクル法等に定める分別処分費用等は、使用見込期間を建物の耐用年数（主に50年）と見積
り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に2.585%）を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま
す。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の増減
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個別注記表

建物 ６年～50年
構築物 10年～60年
機械及び装置 ８年～17年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２年～20年

個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式  移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
・市場価格のない株式以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・仕掛品・原材料 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用し
ております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④　長期前払費用 定額法を採用しております。
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個別注記表

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

②　役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。な
お、当事業年度におきましては、支給見込額がないため計上しておりません。

③　ポイント引当金 商品販売時にお客様に付与したポイントの使用による無償フェイシャルサービス等の提供
に備えるため、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる額を計上しており
ましたが、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等
の適用に伴い、当事業年度より計上しておりません。

⑷　収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
①　ホームケア製品の取引に係る収益認識

当社は、顧客との「会員アフターサービス規約」において、ホームケア製品の提供及び
付与したポイントを履行義務として識別し、予想コストに利益相当額を加算するアプロ
ーチにより算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントにつ
いては、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

②　サロンケア製品の取引に係る収益認識
当社は、顧客との「会員アフターサービス規約」において、サロンケア製品の提供及び
フェイシャルサービスにパックケアをプラスした施術サービスを履行義務として識別
し、予想コストに利益相当額を加算するアプローチにより算定された独立販売価格を基
礎として取引価格の配分を行い、施術サービスについては、施術サービスの提供が完了
した時点で収益を認識しております。

3.　会計方針の変更に関する注記
⑴　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年
度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することといたしました。これによる主な変更点は以下のとおりです。

16



2022/06/02 17:59:16 / 21825567_株式会社シーボン_招集通知：Web開示

個別注記表

　　有形固定資産 142,056千円
　　減損損失 45,425千円

①　ホームケア製品の取引に係る収益認識
当社は、顧客を会員として登録するとともに、「会員アフターサービス規約」に基づき、ホームケア製品の購入額に応じたポ
イントを付与し、ポイント数に応じて、各種アフターサービスを提供しております。従来は、顧客から受け取る対価の総額を
収益として認識しておりました。また、付与したポイントの使用による無償フェイシャルサービス等の提供に備えるため、将
来使用されると見込まれる額をポイント引当金として計上しておりましたが、顧客との「会員アフターサービス規約」におい
て、ホームケア製品の提供及び付与したポイントを履行義務として識別し、予想コストに利益相当額を加算するアプローチに
より算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行う方法に変更しております。
ポイントの独立販売価格の算定にあたっては、過去のポイントの使用実績から顧客がポイントを使用するサービスの構成割合
を見積もっており、顧客がポイントを使用する構成割合は過去の実績と同程度という仮定に基づいております。
②　サロンケア製品の取引に係る収益認識

サロンケア製品の販売については、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客との「会
員アフターサービス規約」において、サロンケア製品の提供及びフェイシャルサービスにパックケアをプラスした施術サービ
スを履行義務として識別し、予想コストに利益相当額を加算するアプローチにより算定された独立販売価格を基礎として取引
価格の配分を行う方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業
年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当
該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、契約負債は1,513,114千円増加し、流
動負債のその他が返品権付きの販売により39,683千円増加しております。当事業年度の損益計算書は、売上高は288,802千
円増加し、売上原価は122,640千円増加し、販売費及び一般管理費は28,564千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当
期純利益はそれぞれ194,725千円増加しております。
当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の当期首残高は
1,408,130千円減少しております。
１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

⑵　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業
年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４
日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ
とといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

4．会計上の見積りに関する注記
⑴　店舗固定資産の減損損失の判定
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

17



2022/06/02 17:59:16 / 21825567_株式会社シーボン_招集通知：Web開示

個別注記表

　　契約負債 1,513,114千円

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 5,080,064千円

　　　株式会社ジャフマック 14,500千円

　コミットメントラインの総額 2,000,000千円
　借入実行残高 －千円
　　差引額 2,000,000千円

⑷　関係会社に対する短期金銭債権 1,338千円
⑸　関係会社に対する短期金銭債務 470千円

売上高 6,147千円
仕入高 18,638千円
販売費及び一般管理費 920千円

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式 579株 60株 －株 639株

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「５．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

⑵　ホームケア製品及びサロンケア製品の取引
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「５．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

5．貸借対照表に関する注記

⑵　保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

⑶　コミットメントライン契約
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しております。当事業
年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

6．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

7．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加60株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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繰延税金資産
未払事業税 3,250千円
未払事業所税 3,107千円
未払賞与 7,550千円
未払費用 8,657千円
契約負債 31,222千円
返金負債 12,151千円
税務上の繰越欠損金（注） 670,610千円
一括償却資産 3,182千円
減損損失 144,495千円
減価償却限度超過額 29,583千円
貸倒引当金 7,046千円
投資有価証券評価損 1,680千円
会員権評価損 5,817千円
未払退職金 10,513千円
移転補償金 44,083千円
資産除去債務 95,618千円
関係会社株式 643千円

繰延税金資産小計 1,079,215千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △670,610千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △408,604千円

評価性引当額小計 △1,079,215千円
繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債
返品資産 △1,377千円
固定資産圧縮積立金 △4,779千円
その他有価証券評価差額金 △60,099千円
資産除去債務に対応する除去費用 △11,001千円

繰延税金負債合計 △77,257千円
繰延税金負債の純額 △77,257千円

8．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金
(※1)

－ － － － － 670,610 670,610

評価性引当額 － － － － － △670,610 △670,610

繰延税金資産 － － － － － － －

⑴　１株当たり純資産額 1,457.95円
⑵　１株当たり当期純利益 12.46円

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効率を乗じた額であります。

９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表「10．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

（注）２．重要な会計方針に係る事項に関する注記「⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計
基準第29号　2020年３月31日）等を適用しております。この結果、当事業年度の１株当たり純資産額は283円47銭減少し、１株当たり当
期純利益は45円50銭増加しております。

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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